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令和5年度テレワーク普及啓発イベント

「テレワークの現状と総務省における取組の方向性」



2テレワークの現状

• コロナ禍を経て、企業のテレワーク導入率は51.7%まで普及が進んでいる。
• 一方で、出社回帰の流れも受け、都市部を中心に減少局面である他、地方部においては、普及
が進んできてはいるが、都市部との差は依然として大きい。

テレワーク導入率（全国） テレワーク導入率（地域別）

（出典）総務省「令和4年度通信利用動向調査」
※調査対象：常用雇用者規模100人以上の企業＜導入していると回答＞
※「都市部」：南関東、近畿、東海地域、 「地方部」：南関東、近畿、東海以外の地域
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3テレワークの定着に係る課題

・ テレワーク実施者においては、今後もテレワークを継続したいという意向が大きく、テレワーク導入企
業において定着が進まなかった場合、職場満足度の低下や離職等への影響も考えられる。
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の理由

時間の有効活用 好きな場所で

働きたい

運動の負担軽減

(身体的な負担,事故リスク)

その他
（出典）国土交通省「テレワーク人口実態調査」
※調査方法：有効サンプル数40,000人にWEBアンケート調査を
実施。実施期間 令和4年10月～11月

雇用型テレワーカーにおけるテレワークの継続意向

※雇用型テレワーカー：雇用型就業者においてテレワークを実施している者



4地域格差により生じる課題

・ 就職活動を行う学生や転職活動者においては、希望する勤務スタイルとして、テレワークの有無を
意識する者は多い。

・ 地域企業への就・転職希望者を増やすためには、テレワークを始めとした勤務環境の整備により、
ライフステージや生活スタイル等の各自の事情に応じて、柔軟に働ける職場を作っていくことも重要。

図画は当日投影のみ



5テレワークの普及推進

• ICTを利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方であるテレワークは、働き方改革の
推進や緊急時における業務継続性の確保などに有効なツールである他、少子化対策や急激な
人口減少下での人手不足対策にも資する重要な取組。

• テレワークの普及の現状を踏まえ、引き続き、都市部での定着や地方部の底上げが課題。

• 総務省では、周知啓発活動を通じたテレワーク導入メリット等の訴求、専門家の相談サービス等
を通じた導入支援を実施。

周知啓発活動

○ 各種セミナー等の開催の他、
テレワークを先進的に実施し
ている企業・団体を表彰し、
「総務大臣賞」を授与。

○ 毎年11月を「テレワーク月間」とし集中的な
普及啓発を実施。

テレワーク相談体制

○ 専門家（テレワークマネージャー）によるテレワー
クの導入に関する無料相談。

厚生労働省との共同運営により、ワンストップ（ICT
と労務管理面）での総合的な相談対応を実施。

テレワークの意義

■ 労働力人口の確保

■ 地域活性化

■ 耐災害性の向上

■ 過密交通の緩和

■ 環境負荷の軽減

■ 多様で柔軟な働き
方の確保（WLB)

■ 仕事と育児･介護･
治療の両立

■ 通勤時間の削減

■ 人材の確保
離職抑止

■ コストの削減

■ 生産性の向上

■ 事業継続性の
確保（BCP）

少子化対策や急激な人口減少下で
の人手不足対策に資する施策


